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論文内容の要 ヒ。目
電球産業は電機・電子産業の形成の端緒の一つである。現代の電力システムの原型は、 1880年代
に実用化された電灯システムであり、電球は多くの人々と電力とを結びつけた初期の重要な製品の
一つである。これらの事業化を主要な端緒とし、アメリカで GE やウェスチングハウス、ドイツで
AEG やジーメンスが大企業に成長したが、日本でも電球産業が電機・電子産業の形成の端緒のー
っとなった。本論文では、この日本の電球産業の形成と発展を論じた。第 l 章では、日本における
電球産業の形成を論じた。第 1 に、初期の電灯の普及状況や電気事業者の料金制度を取り上げ、電
気事業者は、電球を自らの料金規定に基づき、消費者に供給したことから、電球メーカーにとり特
に重要な販売先であったことを指摘した。第 2 に、大口取引中心の市場において、東芝の前身であ
る東京電気株式会社は、量産技術を形成しコスト引下げと品質改善を進めるとともに、電気事業者
の長寿命志向や操業事情の多様性といった情報を蓄積し、これらの操業事情に対応した仕様・品質
の製品の供給に努め全国の電気事業者に製品を販売するまでに成長したこと、しかし輸入電球との
競争が激化した中、同社の財務内容は悪化し存続の危機に立ったことを論じた。第 3 に、東京電気
が市場で一定の地位を占めるまでに成長した一方、小規模なメーカーの設立も相次ぎ、その中には
大口市場に加え、小売市場を販路とするものもあったことを論じた。
第 2 章では、日露戦後の電球産業の成長を論じた。第 1 に、 1905年に GE と資本・技術提携を結
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んだ東京電気は、 GE から優れた量産技術を導入することで、市場適合的な仕様・品質をもっ製品
の生産を拡大し、輸入電球との競争でも優位に立ったことを指摘した。第 2 に、中小企業の中から
も大口需要家と緊密な関係をもっ有力企業が現れたことを指摘した。そして、大口取引中心の市場
における、有力企業と東京電気との競争は、市場適合的な仕様の電球の生産拡充を競うようなもの
で、そうした競争が展開された中、電球産業は成長したことを論じた。第 3 に、新製品のタングス
テン電球の導入期、日本市場は再編され、東京電気は独占的地位を確立するが、多くの中小企業と
の並存は続いたことを論じた。
第 3 章では、日本におけるタングステン電球の普及と東京電気の製品戦略の展開を論じた。ここ
では、第 1 に、 GE が開発した引線タングステン電球は、炭素電球より能率が約 3 倍、寿命が約 2
倍に改善された優れた新製品であったが、電球メーカ一、電気事業者、消費者の関係を変化させ、
利害対立が生じる可能性をもたらしたこと、この電球の普及の仕方次第で、電球市場は大口取引中
心の市場から小売中心の市場へ移行する可能性も生じたことを指摘した。第 2 に、そうした状況の
中、東京電気は、タングステン電球の普及を進めるため、電気事業者の電灯料金制度のあり方に関
与し始め、また、消費者に対しても販売活動を展開したこと、東京電気は、増灯運動・高燭勧誘運
動を進め、電気事業者の事業拡大と消費者の電灯需要の形成とを調和させ、その中でタングステン
電球の普及を進めようとしたことを指摘した。第 3 に、電力業におけるタングステン電球の早期採
用者は中小電気事業者や先発事業者と競合する後発事業者であったこと、その後、大戦期に電力需
給が逼迫し始めると、先発の大規模事業者も導入を決定したこと、この電球の導入により、電灯の
普及は電力節約的に進展したこと、その導入の際、電気事業者は有利な料金改定をしたことを指摘
した。第 4 に、タングステン電球の導入は、東京電気と電気事業者との関係の中で進展し、電球市
場は大口取引中心の市場として成長し続けたこと、大口取引中心の市場で、東京電気をはじめ電球
メーカーは、電気事業者に有利な仕様の製品を製造したこと、東京電気は、量産技術の改善を通じ
段階的に価格を引下げてタングステン電球の普及を進めつつも、他社よりは高価格で販売し、高収
益と高成長を実現したことを論じた。
第 4 章では、第一次大戦期の電球産業の海外進出を論じた。大戦勃発による輸出需要の発生が、
東京電気のみならず中小企業にも重要な成長の機会となったこと、東京電気は商社や GE 代理店と
の関係のもと中国等に進出し、その後、自社販売組織を整備し、また現地生産企業に出資をしたこ
と、その一方で、中小企業の中には下請を組織して生産を拡大させ、販売面では貿易業者や現地商
人との関係を形成して販路を得たものがあったこと、中小企業部門では粗製濫造が問題となりつつ
も、北米への小型電球等による進出により、輸出拡大を通じた成長の構造が新たに形成され始めた
ことを論じた。
第 5 章では、大戦期までの電球産業の形成と発展の過程を概観し、問題点について言及を加えた。
日本の電球産業の形成と発展の過程では、輸入電球や圏内企業聞の競争、 GE と東京電気との提携
関係を主とした外国企業との関係、大口需要家との取引関係の形成が発展的に展開した。形成期に
は大口取引中心の市場で欧米製品と競争した中、東京電気は、低価格戦略よりも高品質戦略を選択
経 25
し成長した。検査能力をもっ大口需要家との取引でコスト、品質の継続的な改善が求められたこと
は、同社の量産技術の形成を促進し、個別的な取引関係の形成は、自らの製品と需要家の多様な使
用条件とを調整して適合的な製品を供給する製造・販売体制の形成につながった。大口需要家と関
係を形成し'情報を蓄積したことは、国内市場における、東京電気の欧米企業や後発企業に対する優
位性となったといえる。その後、 GE と提携した東京電気は、 GE の優れた電球製造機械を導入す
る等して量産体制を整備し、日本市場に適合的な電球の生産を拡大した。
東京電気が国内市場の大部分を占めるまでに成長すると、程なくして有力な大口需要家と関係の
ある企業が現れ、国内企業問競争が激化した。東京電気や後発の有力企業は、市場適合的な仕様の
電球の生産体制拡充を競った。大口取引中心の市場で、そうした競争が展開され、市場適合的な仕
様の電球が安価に供給されるようになった。
さらに欧米における新製品の開発が新たな製品戦略の起点となった。東京電気は、 GE との提携
関係に基づき、炭素電球より高能率なタングステン電球を導入した。そして、その普及を進める過
程で同社は販売組織を発展させた。東京電気の事業は、「商品や値段を単に告る…方針でなく、品
質と共に照明の臆用方面に闘する専門智識並に奉仕を販買する方針」、すなわち、電球市場のみな
らず電灯市場の発展に密接に関わっていくものに発展し始めた。
また、第一次大戦期の海外進出では、欧米企業と現地電気事業者との関係が参入障壁となったり、
現地市場の条件に対応し得ないことが問題となったが、海外市場での現地取引先との関係形成も始
まり、それが中小企業の新たな販路拡大につながってもいった。
電球産業の形成と政策との関連では、関税の動向や特許制度、電力政策は、輸入品に対する国産
品の優位の成立、電球需要の形成、欧米企業との提携関係の形成に促進的に作用したとみられ、教
育機関で育成された技術者は電球メーカーの成長の中心となった。電球メーカーが欧米企業、大口
需要家の双方と関係を形成し成長した過程では、東京電気の藤岡市助や新荘吉生といった高等教育
機関で学んだ経営者・技術者が主要な役割を果たした。
大戦期までに電球産業では東京電気と中小企業とが並存する構造が成立したが、市場の大部分は
東京電気が占めた。電球取引の大部分は同社と電気事業者との関係の中で行なわれたが、この関係
を主とした電球市場の発展に問題もあった。電気事業者は、タングステン電球の導入にあたり消費
電力当たりの料金が上昇するような有利な料金改定をした。電球の高能率化を反映した水準の値下
げはされず、高燭灯の普及が進まなかった。この高燭化の停滞は、真空タングステン電球より高能
率なガス入り電球の導入を遅らせた。当初、ガス入り電球は高燭球しか製造できなかったから高燭
需要の開拓は必須であったが、高燭化が抑制されたため、日本はガス入り電球の普及でアメリカに
遅れた。
その一方で中小企業部門では粗製濫造が非難された。粗製濫造は中小企業の技術の低さだけでな
く、取引関係のあり方にも起因した。東京電気は高品質な製品を供給して事業を拡大したが、大口
需要家の検査能力にも格差があり、電球の取引で価格を重視するものもあった。低品質でも低価格
であれば販売できる需要条件が存在した。海外市場でも技術的知識に乏しい業者との取引や業者間
経 26
の価格競争が粗悪品の供給を助長したとされた。また、中小企業が行なった盗電の教唆も含まれる
小売市場の開拓は、電灯・電球市場の構造を変化させる可能性をもつものであったが、既存の料金
制度に対する新たな事業モデルを戦略的に提示したというのではなく、中小企業の動向で大きな変
化が生じることはなかった。
中小企業の粗製濫造やこれらの行動と関連した盗電、東京電気と電気事業者との関係にもみられ
た個別的取引について学協会で対応が図られ始めた。電気協会により不正電球や盗電の取締に関す
る請願が提出され、電気学会・照明学会では標準仕様書が策定された。この仕様書は「厳密なる拘
束力なき」ものにとどまったものの、そこでは電力業と電球産業との関係の発展、電球産業におけ
る大企業と中小企業の双方の発展が展望されていた。
論文審査結果の要旨
本論文は、日本における電球産業の形成と発展について論じたものである。電球産業は、今日の
主導的産業の一つである、電機・電子産業の端緒をなすものであり、その形成の解明は経済史、産
業史、経営史上の重要な課題であるといってよ L 、。また、電球は近代的な耐久消費財の晴矢の一つ
であり、その点でも興味深い対象である。しかし、これまでその産業形成を正面から問題とした研
究は存在していな L 、。本論文は、その未開拓な課題に取り組んだものであり、研究史上の意義は大
き L 、。
序論では、これまで部分的に電球産業に触れてきた先行研究を検討し、課題を明らかにする。電
球産業の全体的な構造を論じることが重要だとし、新たに、電力の普及と電球産業発展との関係、
主導的企業であった東京電気(現・東芝)と中小企業の成長との関係などを考察するとしている。
第 1 章では、電球は電灯会社が支給しており、メーカーはその電力事情に対応して製品供給を行っ
たこと、小売を含めて市場は多様であり、東京電気は有力企業となったが中小企業も参入したこと
など、形成期の実態が明らかにされる。第 2 章では、経営危機に陥った東京電気が GE との提携で
優位にたったこと、しかし中小企業の成長も続いたことなど、日露戦後の実態が明らかにされる。
第 3 章では、電球の技術革新として画期的であったタングステン電球の普及過程が明らかにされる。
結局、既存の販売システムは維持され、その革新効果の多くは電灯会社に帰属したのであった。第
4 章は、第一次大戦期に海外進出や部品の国産化が進んだことが明らかにされる。中小企業の新た
な成長が見られたのであった。本論文の結論をなす第 5 章は、以上の発展過程をまとめ、産業発展
の問題として、技術革新の進展に限界があったことや粗製濫造問題が発生したことを指摘している O
分析では、各章の問で重複が多いこと、各企業の経営分析が十分ではないこと、第一次大戦期の
分析が生産実態や国内市場での企業間競争の展開などを含めた産業全体を対象としていないこと、
東京電気製品の国内と輸出市場での品質評価の違いについての説明が十分ではないこと、などの問
経 27
題点があるが、広範に資料を収集するなど実証は轍密である。これまで見過ごされてきた重要な課
題に本格的に取り組んだという意義に加え、電灯会社による電球供給という市場のあり方の指摘と
それとメーカーとの関係の分析、東京電気と中小企業の関係の分析、そのシステムのもとでの画期
的製品の普及がもたらす問題の分析など、幾多の興味深い発見を行った点も高く評価できる。
以上のことから、本論文は博士(経済学)論文として「合格」と判定する。
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